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序     文 
 

 

国際協力機構は、ミクロネシア連邦政府からの技術協力の要請を受け、漁業訓練計画(本体協力

期間：平成 12 年８月～15 年７月)を 2.5 年間延長し、引き続き技術協力を行ってきました。 

 当機構は、本計画の協力実績を把握し協力効果の評価を行うとともに、今後、日本及びミクロネ

シア連邦双方がとるべき措置を両国政府に勧告することを目的として、平成 17 年 12 月 6 日から同

年 12 月 14 日にかけて、当機構 ミクロネシア駐在員事務所 坂田 武穂を団長とする終了時評価

調査団を派遣しました。調査団は、本プロジェクトの延長期間についてミクロネシア連邦関係者と

共同で本計画の評価を行うとともに、プロジェクト・サイトでの現地調査を実施し、プロジェクト

の運営や事業内容等の検討を行い、成果を確認し、今般、本調査結果を報告書にまとめました。 こ

の報告書が今後の協力に更なる発展のための指針となるとともに、本計画によって達成された成果

が同国の発展に貢献することを期待します。 

 終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表します。 

 

平成 18 年 1 月 

 

国際協力機構 農村開発部 

部長 古賀 重成 
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FMI の設備及び資機材 

 

船舶運航シミュレーター(左上)、無線実習室(右上)、

エンジン等の整備施設(左下)、副教材(右下) 

短期専門家の指導により整備された

訓練船の手すりやフェンダー類 

延長期間中にFMIに供与された

訓練船ホクト 



 

  

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合同調整委員会においてミニッツ案説明 ミニッツへのサイン 

合同調整委員会後の集合写真 

（COM 本校にて） 
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齋藤チーフアドバイザー、 

COM 本校ジェイムズ校長、 
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運輸通信インフラ省マングモグ

安全監察局長、 

経済省マーティン次官補 

 



 

  

 
 略語一覧 
 

略語 英語正式名称 日本語名称 補足説明 

BSS Basic Shipboard Safety 基礎船舶安全訓練   

CL5E Class 5 Engineer 5 級海技士(機関）   

CL5M Class 5 Master 5 級海技士(航海）   

CL6 
Class 6 Master / Engineer with Advanced 

Fishing Modules 
6 級海技士（航海・機関）  

COM College of Micronesia ミクロネシア短期大学   

DOTC&I 
Department of Transportation, 

Communication and Infrastructure 
運輸省   

ESS Element of Shipboard Safety 初等船舶安全訓練   

FDAPIN 
Fisheries Development Assistance for the 

Pacific Island and Nations 

大洋州島嶼国に対する水

産開発援助 

OFCF の事業名称、1991-94 年

MMFA に冠講座を開設していた。

また、1993 年から 3 年間コース

教官（延縄、巻網、日本語）を

派遣していた。 

FMI Fisheries and Maritime Institute  
ミクロネシア漁業海事専

門学校 

1999 年 8 月 19 日 COM との MOU

締結により設立された。旧 MMFA

である。 

FSM The Federated States of Micronesia  ミクロネシア連邦   

IMO International Maritime Organization 国連海事機関   

JTPA Job Training Partnership Act  
職業訓練のための奨学金

管理団体 
奨学金を出す機関 

MMA Micronesia Maritime Authority ミクロネシア海事局   

MMFA Micronesia Maritime Fisheries Academy 
ミクロネシア海事局水産

アカデミー 

1990 年開講、1997 年閉校。COM

分校が運営。元私立校だった 

MPR Multi Purpose Rating  汎用船員   

NFC National Fisheries Corporation 国営漁業公社   

NORMA 
National Oceanic Resource Management 

Authority 
海洋資源管理局   

PIQFD Pacific Island Qualified Fishery Deckhand太平洋州有資格漁船員   

RCL6 
Restricted Class 6 Master/Engineer with 

Basic Fishing Modules  

限定 6 級海技士(航海･機

関） + 基礎漁業コース 
  

SPC Secretariat of the Pacific Community 太平洋連合事務局   

STCW 

International Convention on Standards of 

Training, certification and Watchkeeping 

for Seafares 

STCW 条約 

船員の訓練及び資格証明ならび

に当直の基準に関する国際条

約。 

WASC 
Western Association of Schools and 

Colleges  
  

米国に本部を置く高等教育協

会。(米国が予算の一部を拠出し

ているため）5年毎に COM 運営の

検査を実施。 

YFA Yap Fisheries Authority  ヤップ漁業公社 州政府機関 

YFTI Yap Fresh Tuna Inc.  ヤップフレッシュツナ社   

WKR Watch Keeping Rating 当直船員   



 

  

終了時評価調査結果要約表 
 

 I. 案件の概要 

国名：ミクロネシア連邦 案件名：ミクロネシア漁業訓練計画（延長） 
分野：水産 援助形態：技術協力プロジェクト 
所管部署：農村開発部第一グループ 

水田地帯第三チーム 
評価時協力金額： 4.4 億円（本体期間を

含めた総額） 
先方関係機関：ミクロネシア短期大学（COE） 
       漁業海事専門学校（FMI） 

協力期間： 
2003年 8月 1日 － 2006年 1月 31日 
（R/D）2003年 7月 11日 日本側協力機関：農林水産省（水産庁） 

1. 協力の背景と概要 
 ミクロネシア連邦は 1986年の独立以降、米国との自由連合協定によりコンパクトマネーと呼ば
れる資金援助を受けている。現在、同国政府の財政収入のうち、コンパクトマネーの占める割合

はおよそ 7割に達しているが、米国との協定が 2001年には終了となるため、国家として自立を図
るためにも米国からの資金援助に変わる代替財源を確保することが急務となっている（※2004 年
6月よりコンパクトマネーⅡとして継続されている）。広大な海域に散在する小さな島々からなる
同国は、もともと天然資源に乏しく、島嶼国という地理的な条件からも産業の育成が困難な状況

にあり、水産業は現実的な発展可能性を有した数少ない産業分野の一つであるといえる。同国政

府は、水産業育成の重要性を早くから認識しており、漁業公社を設立するなど商業漁業（特にマ

グロ漁業）の振興に力を注いでいる。しかしながら、現在同国におけるマグロ漁業は入漁方式に

よる外国船の操業が中心であり、自立的なマグロ漁船の運用（乗組員の自国民化）は遅々として

進んでいない状況にある。こうした背景の中で、ミクロネシア連邦は、自国の漁業訓練機関のレ

ベルの底上げを図り、ミクロネシア人の雇用を促進するため、漁業訓練に関するプロジェクト方

式技術協力を要請してきた。これを受けて、当事業団は本協力を実施することとし、2000 年 8 月
から 3 年間の協力を行った。当該協力期間の終了時評価で、ほぼ所期の目標は達成されたとした
が、一部カリキュラムの実施とそのための教官の育成が必要であるとしてプロジェクト期間を延

長し 2003年 8月から 2006年 1月の 2.5年間の協力を行うとした。 
 

2. 協力内容 
(1) 上位目標 
水産分野の人材が育成される。 
 
(2) プロジェクト目標 
ミクロネシア漁業海事専門学校（FMI）の漁業･航海･漁船機関分野の訓練システムが整備される。 
 
(3) 成果 
1) FMIのカリキュラムが整備される。 
2) FMIの教官が育成される。 
 
(4) 終了時評価時点での投入 
日本側： 
長期専門家派遣    1名     現地業務費 約 700万円 
短期専門家派遣    5名     機材供与  なし  
研修員受入れ     1名 
相手国側： 
カウンターパート配置 10名     土地・施設提供  FMI訓練施設 
ローカルコスト負担  約 2億円 
 
 



 

  

 
 II. 終了時評価調査団の概要 

調査者 (1) 日本側 
・総括   坂田 武穂  国際協力機構ミクロネシア駐在員事務所 首席駐在員 
・計画評価 中居 正臣  国際協力機構アジア第二部大洋州チームジュニア専門員 
(2) ミクロネシア側 
・Mr. Carl D. Apis     Deputy Assistance Secretary, 

 Department of Foreign Affairs 
・Mr. Spensin James   President, College of Micronesia‐ Federated States 
                        of Micronesia 

調査期間 2005年 12月 6日 － 2005年 12月 14日(9日間) 調査種類：終了時評価 

 
III. 終了時評価結果の概要 

今回の終了時評価は、本体協力期間の終了時評価（平成 15 年１月）の結果に順じるとして、プ
ロジェクト目標と延長期間に行った２つの成果レベルについての達成状況についてのみ簡易的に

評価を行うとした。 
 
１．実績の確認 
(1) 投入 
1-1) 日本側の投入 
専門家派遣、機材供与及びカウンターパートの研修受入など日本側の投入は PDMに沿って適切に
行われた。プロジェクト実施期間中にプロジェクト・サイトが台風の直撃を受け、予定していた長

期専門家の派遣が見送られたが、短期専門家の派遣により代替された。 
 
1-2) FSM側の投入 
カウンターパートの配置、施設と機材の提供及び運営コストの負担など FSM側の投入は PDMどお
りに行われた。 
 
(2) プロジェクト目標の達成見込み 
延長期間中に強化された CL5（5級海技士）のカリキュラムをはじめ、現在も引き続き CL5，6と
もにカウンターパートインストラクターによってコースが実施されており、学生の卒業率は 9割近
い。インストラクターも継続して FMIに勤務を希望しており、カリキュラムの整備も完了している
ことから、プロジェクト目標はほぼ達成されたと判断される。 
 
(3) プロジェクト成果の達成状況 
成果１：FMIのカリキュラムが整備される。 
CL5のカリキュラムは、カウンターパートインストラクターと専門家により FMIの実情に沿って
開発された。また、公開講座用などに合計 3冊の教科書と仕様書の開発も行われた。 
成果２：FMIの教官が育成される。 
CL5と公開講座についてのインストラクターの教授能力は、プロジェクト当初に比べ改善されて
いる。インストラクターは独自に授業や公開講座の教材を準備し、授業計画を立てられるようにな

った。また調査船の運行計画も年度当初に作成され、計画的な実習日程を組み立てている。 
 
２．評価結果の要約 
(1) インパクト 
2005年 12月現在、2年制に変更後の FMI卒業生延べ人数は 65名に及び、その半数近くが政府機
関の船舶、事務所などの水産分野の職に就いており、プロジェクトによる効果は水産分野の人材育

成を目指す上位目標の達成に大きく貢献することが期待される。 



 

  

また、ヤップ州やチューク州の地元漁民を対象とした船外機整備を含む公開講座は好評を得て、

プラスのインパクトの一つとして評価された。さらに、ヤップ州で実施された漁村の女性を対象と

した水産物加工の公開講座も非常に好評で、受講後個々に新メニューや保存方法を実践しており、

プラスのインパクトがみられた。 
プロジェクト実施期間中の卒業生のうち、20 名が政府機関の船舶で、３名が政府機関の事務所
で従事している等、卒業生が水産分野で活躍しており、プラスのインパクトがみられた。 
一方、環境や地域社会に対する明確なマイナスのインパクトはみられなかった。 
 
(2) 自立発展性 
漁業・海事専門学校の組織制度的な位置づけは STCW 条約 98(ミクロネシア連邦国内法）、ミク
ロネシア連邦政府とミクロネシア短期大学の覚書などにより確認することができる。また、運営予

算は政府により安定した予算配分があるため、漁業・海事専門学校の活動は良好に継続できるもの

と思われる。 
クラス 5コースの開催についてはカウンターパートインストラクターの自信不足による多少の不
安もみられるが教育能力は向上しており、延長期間中も毎年卒業生を輩出している。また、現カウ

ンターパートは全員漁業・海事専門学校で継続して勤務する意思を持っている。延長期間中に４名

の卒業生がインストラクター助手（契約職員）として雇用され人員の増強がなされている。 
以上より、漁業・海事専門学校は本プロジェクトの終了後も一定の自立発展性を保持していると

評価される。 
 
(3) その他 
上記以外の 3項目については、本終了時評価調査では調査の対象としなかったが、本調査団報告及
び過去の評価調査の結果等より以下のように考えられる。 
・ 妥当性 
漁業及び海事分野における有能な船員の養成については、STCW条約 98(ミクロネシア連邦国内法）
に準拠するうえで基本的なニーズはあり、本プロジェクトにおいてもミクロネシア人の漁船員の育

成のための漁業･海事専門学校の人材育成と運営強化を図っている。 
また、延長期間中に協力が行われた CL5の強化に加え、教官の育成と能力強化のために地域零細
漁民に対して行った公開授業などは、地域の漁民に対するプロジェクト効果の波及といった面から

も、当アプローチを選択した妥当性は高い。 
・ 有効性 
延長期間中には CL５研修コースのカリキュラムがカウンターパートインストラクターと専門家
により開発され、それを基に研修コースが開講されている。また、インストラクターの教授能力に

ついてもプロジェクト当初に比べて改善されており、授業のための教材作成及び授業計画作成それ

ぞれの能力において向上がみられ、目標の達成度は満足できるレベルにあると評価できる。 
・ 効率性 
日本側の投入については、専門家の派遣、機材の供与、研修員の受入れともに PDMに沿って適切
に行われたと評価される。専門家の投入については、プロジェクト期間中の台風の影響等により、

予定されていた長期専門家の派遣が困難になったものもあったが、代わりに短期専門家派遣によっ

て対応し、所期のアウトプットを出すことができた。また、ミクロネシア側によるカウンターパー

トの配置、施設及び機材ならびに運営コストの投入については、適切に行われたと評価される。 
 
３．効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 
年間を通した授業計画と調査船の運行計画が立案され、効果的に授業運営を行うことができるよ

うになった。 
2 年制の訓練課程となり、長期休みとなる 7，8 月に公開講座を実施し、効果的な授業計画を立
案できるようになった。 
(2) 実施プロセスに関すること 
地域漁民や漁村の女性のニーズに合ったワークショップを開催することにより、地域漁民や女性

の知識・技術が向上するとともに、教官の育成強化にも繋がった。 



 

  

 
４．問題点及び問題を引き起こした要因 
(1)計画内容に関すること 
漁業・海事専門学校の諸機能を活性化するために必要な各委員会の設置が遅れている。 
各州への生徒募集が効率よく実施されていない。（ヤップ州、チューク州に偏重している） 
(2)実施プロセスに関すること 
漁業・海事専門学校の管理部と指導部間の連絡調整の不足により、プロジェクト関係者に認識の

齟齬が生じた。 
入学には原則高卒とされているが、英語、数学の能力に問題があり、講義の理解度が低く、規定

の成績に至らず退学者がある。 
活動後の評価・反省・改善のサイクル化に乏しい。 
台風がプロジェクト実施場所に上陸し、周辺家屋の 90％以上が倒壊し、インフラ基盤は甚大な
被害を受けた。このため一定期間、教官や生徒は家の修復を手伝う必要があり、学校運営に支障を

きたした。またこれにより、長期専門家ではなく、短期専門家の派遣で対応せざるをえなかった。 
FMIの研修コースを受講した後、海技免状を取得するためには 1年以上の乗船履歴が必要となる
が、卒業生を受入れる船舶の確保が課題である。これについては就職課長を配置したことにより改

善されてきている。 
 
５．結論 
2003年のプロジェクト延長から、CL5のカリキュラムをはじめ公開講座の内容は整備され、2年
制の訓練課程の中でさらに改良された。また延長期間中に供与された訓練船については、運転マニ

ュアルや転落防止柵などが整備され、年間運行計画の基にしっかり管理されている、以上より、プ

ロジェクト目標である訓練校の漁業・航海・漁船機関分野の訓練システムは、確実に向上した。 
延長期間中のカウンターパートと専門家の一層の協力により、カウンターパートの技術レベルは

向上し、CL5についても教えることができるようになった。公開講座の実施については、地域漁民
や漁村の女性の技術や知識を向上させることのみならず、カウンターパートの教授能力向上にも大

きく貢献した。この結果は、水産分野の人材育成といった面でプロジェクトの正のインパクトとし

て捉えられた。以上のように、本プロジェクトは所期の目標を概ね達成されたとして、計画どおり

2006年 1月 31日で終了とする。 
 
６．提言 
(1) 漁業・海事専門学校の施設、人的資源及び予算の管理を今後も継続して行い、水産分野の人材
を継続して輩出していくことが望まれる。 

(2) 地域漁民や漁村の女性に対する漁業技術や水産加工物分野の普及活動については、ミクロネシ
ア連邦の水産分野の人材育成に正のインパクトを与え、技術的ニーズに合致していることから、

今後も各州で定期的に公開講座を実施していくべきである。 
(3) 乗船実習の機会をさらに増やすため、ヤップ漁業公社などの既存機関の施設や訓練船を相互に
利用するなどし、他機関との協力関係を今後も強化していくことが望まれる。 

(4) 海技免状の取得に必要な 1年間の乗船実習を引き受けてくれる海事機関をさらに発掘し、卒業
生に斡旋できる環境作りを行うことが重要である。 

(5) ミクロネシア連邦 STCW98 に則った海技免状発給システムが早急に整備されることが望まれる。
発給システムの構築については、本プロジェクトの協力対象となっていないが、発給が開始さ

れれば、FMI の学生に対しては就職が有利になる等のインセンティブを与えることが可能であ

り、プロジェクトの効果が高まることが期待できる。同システムは現在完成していないが、STCW

条約に係るミクロネシア国内の規定は整っており、ライセンス申請受付･発行手続きの制度化へ

の過程を注意深く見守っていく必要がある。 
 
７．教訓 
(1) 「漁業学」とは、もともと漁師たちが実践してきたものを学者が系統的にまとめたものである。
よって、漁業訓練に関するカリキュラムは、常に乗船実習を伴うという観点で取り組む必要が



 

  

ある。 
(2) 本プロジェクトでは、育成された人材の就職先が非常に限定されている。同様の技術訓練校に
対するプロジェクトでは、技術的な指導により人材育成を行うとともに、その後の就職先の開

拓を含めた一連の活動が学生のインセンティブを高め、プロジェクト終了後の自立発展性など

に大きく貢献する。 
(3) 本プロジェクトでは上位目標を水産分野の人材育成としたが、近年ミクロネシアにおいては、
プロジェクト開始当時と比較して、航海技術が重要となるような長期間にわたる漁に出ること

が好まれなくなるなど、国内で求められる同分野のニーズは、その時々の状況に応じて変化し

ている。プロジェクトを実施するうえでは、長期的な視野から対応すべき課題や協力内容を設

定し、状況変化に従い、ニーズを確認しながら活動内容を必要に応じて見直していくことが重

要である。 
(4) 当プロジェクト地域では、本島と離島出身者の間に社会的な優劣関係が存在し、学校運営や人
間関係に少なからず影響を与えている。このような社会の慣習を十分に考慮して、それらがプ

ロジェクト実施運営上の弊害にならないようなプロジェクト・サイトの選定をすることが、プ

ロジェクトを成功に導くカギとなる。 
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第 1章 終了時評価の概要 

 
1-1 調査団派遣の経緯と目的 

本調査は、プロジェクトが平成 18 年 1 月 31 日をもって終了するに先立ち、活動実績、目標達成

度等の評価を目的として実施した。 

評価はミクロネシア国側と合同で行い、JICA 事業評価ガイドラインに沿って実施した。また、

当初計画に対する双方の活動実績、目標達成度等を把握し、評価 2項目（インパクト・自立発展性）

により評価を行った。併せて、評価結果を基に、協力期間終了後の対処方針について協議し提言し

た。最終的に、終了時評価調査結果をミクロネシア側と合同評価報告書にまとめ、合意結果に基づ

きミニッツの署名を行った。 

 

 

1-2 調査団の構成と調査期間 

調査団の構成は以下のとおり。 

担当分野 氏 名 現 職 

総括／団長 坂田 武穂 国際協力機構(JICA) JICA ミクロネシア駐在員事務所首席駐在員  

計画評価 中居 正臣 国際協力機構 アジア第二部大洋州チームジュニア専門員 

 

1-3 調査団日程 

 月日 曜日 活動 フライト No. 宿泊都市 

1 12/6 火 移動（Tokyo 11:05→Guam 15:35） 

団内打ち合わせ 

CO962 グアム 

2 12/7 水 移動（Guam 06:30→Yap 08:00） 

ヤップ州政府表敬 

プロジェクトメンバーとの顔合わせ 

プロジェクトからの活動説明 

C/P、専門家へのインタビュー 

CO891 ヤップ 

3 12/8 木 C/P、専門家へのインタビュー 

評価結果の整理とミニッツ案の作成 

 ヤップ 

4 12/9 金 ミニッツ案の作成と意見交換会  ヤップ 

5 12/10 土 ミニッツ案の作成  ヤップ 

6 12/11 日 移動（Yap 03:20→Guam 04:50、Guam 19:40→

Pohnpei 00:30+1） 

CO954 

CO958 

ポンペイ 

7 12/12 月 JICA 事務所打ち合わせ 

外務省表敬 

合同調整委員会 

ミニッツサイン 

 ポンペイ 

8 12/13 火 大使館報告 

移動（Pohnpei 14:45→Guam 17:15） 

CO957 グアム 

9 12/14 水 移動（Guam 13:00→Narita 15:45）   

 

 

1-4 主要面談者 

(1) 日本側 
・篠崎 登  在ミクロネシア日本大使館一等書記官 

・齋藤 宏  プロジェクトチーフアドバイザー 
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(2) FMI 関係者 
・Cap. Matthias J. Ewarmai   Director  FMI 

・Mr. Serpin Ilesiuyalo    Assistant Director  FMI 

・Mr. Augustino Sanemai    Placement & Recruitment Officer  FMI 

・Mr. Santus Sarongelfeg    Registrar  FMI 

・Mr. Tioti B. Teburea     Instructor  FMI 

・Mr. Marcellino X. Jibemai  Instructor  FMI 

・Mr. Alex M. Raiuklur     Instructor  FMI 

・Mr. Andres B. Hasugchog    Assistant Instructor  FMI 

・Mr. Rowino Yarofaliut     Assistant Instructor  FMI 

・Mr. Alvin Siwen        Assistant Instructor  FMI 

・Mr. Samson Hasiugluur     Assistant Instructor  FMI 

 

(3) ヤップ州 
・Mr. Robert A. Ruecho         Governor  State of Yap 

・Ms. Jean Thoulag             Vice President for Instructional Affairs, COM-FSM 

 

(4) ポンペイ州 
・Mr. Carl D. Apis               Deputy Assistant Secretary, Department of Foreign Affairs, 

FSM  

・Capt. Spensin James         President, COM-FSM  

・Capt. Matthias R. Mangmog      Manager of Safety Inspection  Division of Marine Resource   

Department of Transportation, Communication & 

Infrastructure (TC&I) 

・Mr. Valentin Martin       Acting Deputy Assistant Secretary Division of Marine 

Resource Department of Economic Affairs 

 

 

1-5 対象プロジェクトの概要 

(1) 経緯 
ミクロネシア連邦（FSM）は 1986 年の独立以降、米国との自由連合協定によりコンパクトマネー

と呼ばれる資金援助を受けており、同国政府の財政収入のうち約６割を占めてきた。コンパクトマ

ネーに関する米国との協定は 2001 年に終了したが、引き続き 2002 年から 2023 年までコンパクト

マネーⅡとして継続されることとなり、2002 年には国家財政の 3 分の１を占める１億ドルの財政

支援がなされている。一方で、FSM が国家として自立を図るためにも米国からの資金援助に変わる

代替財源を確保することが急務となっている。広大な海域に散在する小さな島々からなる同国は、

もともと天然資源に乏しく、島嶼国という地理的な条件からも産業の育成が困難な状況にあり、水

産業は現実的な発展可能性を有した数少ない産業分野の一つである。同国政府は、水産業育成の重

要性を早くから認識しており、漁業公社を設立するなど商業漁業（特にマグロ漁業）の振興に力を

注いでいる。しかしながら、現在同国におけるマグロ漁業は入漁方式による外国船の操業が中心で

あり、自立的なマグロ漁船の運用（乗組員の自国民化）は遅々として進んでいない状況にある。こ

うした背景の中で、FSM は、FSM が設立する漁業訓練機関のレベルの底上げを図り、ミクロネシア

人の雇用を促進するため、漁業訓練に関するプロジェクト方式技術協力を要請してきた。 

 これを受け、我が国は、2000 年 8 月～2003 年 7 月までの 3 年間、ミクロネシア漁業海事専門学

校の漁業・航海・漁船機関分野の訓練システムが整備されることを目標としたプロジェクトを実施

した。当該協力の終了時評価の際、下記成果のうち、２．及び４．の達成状況が十分ではないとし

て、プロジェクト期間を延長し 2003 年 8 月～2006 年 1 月の 2.5 年間協力延長)、プロジェクト目

標の達成を図ることとした。 

 

(2) プロジェクト本体協力期間計画の概要（詳細は別紙の PDMe 参照） 
＜プロジェクト目標＞ 
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ミクロネシア漁業・海事専門学校（FMI）の漁業・航海・漁船機関分野の訓練システムが整備さ

れる。 

＜成果＞ 

1. FMI の訓練資機材が整備される。  

2. FMI のカリキュラムが整備される。 

3. FMI の訓練教材が整備される。  

4. FMI の教官が育成される。  

5. FMI の運営体制が確立される。 

 

(3) 本体期間終了時評価総括要約（原文のまま引用） 
協力開始後、約 2年半が経過したが、カウンターパートのリクルート、実習船の破損等の問題は

あったものの、短期間にも関わらず関係専門家及び FMI/COM の努力と協力により、技術移転は概し

て、順調に実施されたと思われる。その結果、所期の成果は、プロジェクト終了までに、ほぼ達成

される見通しである。 

2000 年のプロジェクト開始から、カウンターパートによる ESS/BSS、RCL6、CL6 及び MPR 授業の

質は着実に向上した。クラス 5以外の訓練コースについては、すでにそれぞれ複数回実施されてお

り、カウンターパートの教授能力も高まっており、彼らだけでの授業の実施に自信を持っている。

また、座学及び実習に必要な施設、資機材、教科書等も大体整備されており、訓練の実施に関わる

体系的なシステムも整いつつある。一方、クラス 5に関するカリキュラム及び教材の開発について

は、2003 年 7 月のプロジェクト終了までにそれらを準備するために専門家及びカウンターパート

の一層の努力が必要である（その後、クラス 5に関するカリキュラムは本体終了時にはほぼ完成し

たが、実施にあたり変更・整理を必要とした。）。 

また、地域零細漁民を対象とした訓練は、好評であり、今後も漁民のニーズに合った訓練を各地

で積極的に行うことも、二年制コースの導入と併せて FMI 側で検討すべきである。そのためにも、

クラス 5だけでなく、漁業技術に関する専門家の支援がプロジェクト終了後に実施されることが望

ましい。 

 

(4) プロジェクト延長の経緯 
3 年間の協力期間中に所期の成果はほぼ達成されたが、クラス 5については協力を継続すること

が必要とされた。 

また FMI の教官の育成については、決められたカリキュラムの下での授業は、問題なく行われる

ようになったが、漁民のニーズに合わせての公開講座の実施や、生徒のレベルに合わせたカリキュ

ラムを作成できるまでのレベルには至っていなかった。 

よって下記の２つの成果レベルにおいて協力を延長することとした。 

 

＜プロジェクト目標＞ 

ミクロネシア漁業・海事専門学校（FMI）の漁業・航海・漁船機関分野の訓練システムが整備さ

れる。 

 

＜成果＞ 

1. FMI のカリキュラムが整備される。 

2. FMI の教官が育成される。 

 

＜協力活動内容＞ 

1-1.カリキュラムの内容・水準を決める。 

1-2.訓練プログラムを作成する。 

1-3.訓練プログラムの試行・修正を行う。 

2-1.セミナーを実施する。 

2-2.個別指導を実施する。 

2-3.研修を実施する。 

2-4.模範授業を実施する。 
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第 2章 終了時評価の方法 
 

本評価調査は JICA 事業評価ガイドラインに則り、プロジェクトデザインマトリクス（Project 

Design Matrix: PDM）に基づく計画達成度の確認と、評価 2項目（インパクト、自立発展性）によ

る分析・評価を行うものである。評価 2項目の概要は次のとおりである。 

 

(1) インパクト 
プロジェクトの実施によって生じた直接的、間接的なインパクトについて、プラスとマイナス両

側面から検証する。 

 

(2) 自立発展性 
政策、法制度、技術力、運営予算、社会・文化といった多面的な視点からプロジェクト終了後に

おいても便益が持続されるような自立発展の可能性や潜在能力について検証する。 

  

本評価調査の全体フローは図 2-1 に示すとおりである。 

 

1) 既存資料の整理・分
析

2) 評価用PDM (PDMe)
案の作成

3) 調査内容の整理

国内事前作業

１) ヤップ州での現地調査

2) 合同調整委員会へ説明・
合意

3) ミニッツサイン

終了時評価調査報
告書の取りまとめ

現地調査 国内解析

図2-1  評価調査全体フロー

 
 

2-1 国内事前準備 

(1) 既存資料の整理分析 
本プロジェクトに関する下記調査団の報告書及びこれまでのプロジェクト側の活動報告書など

について整理分析を行い、現地調査項目の検討を行った。 

 

調査団 派遣時期 

事前調査 1998 年 1 月 14 日～同年 1月 30 日 

短期調査(1) 1998 年 10 月 20 日～同年 11 月 1 日 

短期調査(2) 1999 年 4 月 3 日～同年 4月 25 日 

短期調査(3) 1999 年 10 月 19 日～同年 11 月 24 日 

実施協議調査 2000 年 2 月 22 日～同年 3月 6日 

運営指導（計画打合せ）調査 2001 年 2 月 6 日～同年 2月 16 日 

運営指導（中間評価）調査 2002 年 3 月 5 日～同年 3月 15 日 

終了時評価調査 2003 年 1 月 28 日～同年 2月 14 日 

運営指導調査 2003 年 7 月 9 日～同年 7月 11 日 

 

(2) 評価用 PDM(PDMe)案について 
評価に使用する PDM すなわち PDMe (PDM for evaluation) については、終了時評価調査時に用

いたものを使用し、別添 3のように本調査で評価する部分のみを下線で示した。 
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(3) 調査内容の整理 
PDMe 案に基づき、計画達成度評価表（達成度グリッド: Accomplishment Grid）及び 2項目評価

調査表（評価グリッド: Evaluation Grid）による調査項目及び現地調査における質問票案を作成

し、調査内容の確認・整理を行った。 

 

 

2-2 現地調査 

(1) ヤップ州での現地調査 
現地調査では専門家及びカウンターパートに評価手法、手順の説明・確認を行うとともに、関係

者に対するアンケート調査及びインタビュー調査を実施した。また、評価の裏づけとなる追加資料

収集を実施するとともに、FMI の施設・機材の使用状況について確認した。 

アンケート調査は JICA 長期及び短期派遣専門家（計 2名）及びカウンターパート（計 10 名）に

対して実施した。調査票の回収率は 100%であった。学生に対するアンケート調査では、学生 24 名

から回答が得られた。 

インタビュー調査は長期専門家、主要カウンターパート（主に FMI 校長）のほか、ヤップ州政府

関係者、公開講座を受講したヤップ島内の住民 7名などに対して実施した。 

 

(2) 合同評価調査 
日本側、FSM 側双方の評価団が合同で現地調査を実施した。合同調査はプロジェクト側からの成

果報告及び上記先行調査結果を受けて、合同評価団とプロジェクト側との質疑応答形式で行われた。

これらの調査結果は達成度グリッド及び評価グリッドとして整理した。さらに、ミニッツの原案に

ついて合同調査団で協議を行い、その骨子を固めた。 

 

(3) 合同調整委員会へ説明・合意 
評価調査結果をミニッツ案として取りまとめ、合同調整委員会に報告し、合意を得た。 

 

(4) ミニッツサイン 
日本、FSM 両国の評価団長により、評価結果に関するミニッツのサインが行われた。 

 

2-3 国内解析 

調査結果を整理・分析し、終了時評価報告書を取りまとめた。 
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第 3章 分野別調査 
 

3-1 漁業・航海・漁船機関調査分野 

3-1-1 これまでの経過 

プロジェクト開始当初の状況との比較を行う。 

(1) 施設の整備状況 
今回は十分に施設を巡回する機会が少なく、教室や職員室をはじめ、航海機関の実習場や倉庫等

と延長期間中に供与された調査船を視察するのみであった。施設内では雑然と積み上げられた漁具

や、乱雑に漁労機材の置かれた倉庫の面影はなく、何れも整然と片付けられており、調査船につい

ても漁港にしっかりと係留されていた。 

 

(2) カウンターパートのやる気と資質の向上 
カウンターパート達は一寸した質問にも答えてくれ、各人それぞれ担当の情報提供を積極的にし

てくれた。 

 

3-1-2 成果の達成状況 

(1) カウンターパートへの技術移転状況 
・漁業航海分野 

① 開発された教科書やスライドなどの副教材は現在も有効に活用されていた。 
② 延長期間中に供与された調査船については、運転マニュアルが整備され、各分野の担当が年間
の運行計画表を作成し、計画的に実習に活用されていた。また船舶管理については、短期専門

家より教授された技術がきちんと移転され、良好な状態で管理されているようであった。 

・機関分野 

供与されたディーゼル機関、冷凍装置、船外機等の実習用訓練機材は、延長期間中も有効に活用

されている模様であった。カウンターパートは訓練資機材の活用について熟知していた。 

 

(2) CL5 と公開講座の開講 
① 前回終了時評価にプロジェクト目標達成の指標の一つである CL5 コースの開講が、当初の計画
から遅れていたが、延長期間当初には開講された。CL5 のカリキュラムは、カウンターパート

インストラクターと専門家により、FMI の実情に沿って開発された。また、公開講座用などに

合計 3冊の教科書と仕様書の開発も行われた。 

② CL5 と公開講座についてのインストラクターの教授能力は、プロジェクト当初に比べ改善され
ている。インストラクターの間で自信のなさに起因する多少の不安がみられるが、独自に授業

や公開講座の教材を準備し、授業計画を立てられるようになった。 

 

上述のとおり、プロジェクト目標の指標の一つである CL5 開講を、専門家とカウンターパートが

協力してプロジェクト延長期間中に実施したことが確認された。また、公開講座についても、カウ

ンターパートと短期専門家が共に教材開発を行い、インストラクター自身で講座を実施することが

可能となり、一定の成果がみられた。様々な阻害要因の中、限られたプロジェクト期間の中でなし

えた活動として、本プロジェクト活動の計画達成度は満足できるレベルと評価する。 

 

3-1-3 プロジェクト終了までに残された課題と達成の見込み 

(1) 地域的なマイナス面 
ヤップ島の風習として、家族制度の因習や階級制度の確執は他の地域よりも強く、学校運営に支

障をきたす場合が多いように感じた。また、地理的にも交通の不便さがある。これらの要因があっ

て、ミクロネシア連邦４州からの入学者が均一になることは非常に難しく、現在のニーズを勘案す

ると海技資格取得者が増える可能性は少ないと思うが、漁師としての高度な訓練は有効だろう。 

 

(2) 将来像 
２年制の訓練コースを整備し、ミクロネシアの訓練学校として短期大学へ昇格したが、海事や水

産に限らず幅広い分野に目を向け、管理運営面の基礎学力を身につけ、近隣諸国からも応募者が集

まるような学校になることが期待される。また、近隣国の海事機関との関係もあり、編入などの可
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能性を検討していくことも期待される。 

 

(3) カウンターパートの人事計画 
延長期間中に 3名(合計 4名)の卒業生をアシスタントインストラクターとして採用している。永

続的な学校運営を目指すのであるならば、教官人事のスムーズな流れが必要であり、今後も年齢構

成を考慮に入れて採用すべきである。さらに、新規採用者への技術移転が正確に行われるような体

制作りを整備する必要があろう。 

 

(4) 卒業生の同窓意識を高める（追跡調査をして就職状況を知る） 
前回終了時評価後から現在に至っても、卒業生の就職状況を正確に把握していないようだが、卒

業生達が同窓意識を高め互いに訓練校の存在を意識するような学校に育て上げれば、卒業生の追跡

調査も容易に行えるであろう。 

 

(5) CL5 の扱いと発展性 
現在は CL5 の資格を習得しても現地でのリクルートは少ない。したがって、生徒全員が CL5 を受

講する必要はなく、資格取得を必要とする生徒を対象にしてコースを実施していく。 

 

 

3-2 学校運営体制調査分野 

3-2-1 これまでの経緯（活動の進捗状況） 

FMI が設立されて以来、これまで、様々な角度から運営体制が整備されてきた。 

(1) 組織体制 
FMI を運営管理する職員については、2000 年 8 月、校長、副校長の 2名体制で開講した後、同年

に学生課長、2001 年 12 月に就職担当官が採用され、学校の組織体制の整備が図られている。 

なお、副校長については、2002 年 6 月に初代の副校長が辞任後、暫時空席であったが、2003 年

1 月にヤップ出身者が採用されている。現在(終了時評価調査 2005 年 12 月現在)も校長、副校長の

2名で学校運営はなされている。 

 

(2) 予算 
2003～2007 年（会計年度）の予算及び執行額は、次のとおりである。執行額は、予算額内で運

営されている。また、FMI の予算については繰り越しできることとなっている。 

 

会計年度 予算額 執行額 

FY2003(2002-2003) ＄662,400 ＄572,000 

FY2004(2003-2004) ＄662,424 ＄471,059 

FY2005(2004-2005) ＄663,360 ＄583,609 

FY2006(2005-2006) ＄600,000 - 

FY2007(2006-2007) ＄702,000 

（Proposed） 

- 

 

一方、予算の要求・執行については、当初からプロセスがスムーズではないと指摘されていた。

この点については、関係者の取り組みにより、公共料金の支払い、職員給料の支払い、消耗品の調

達等基礎的な事務処理が順調に行われるようになり、予算執行事務の処理については、現在特に大

きな問題はみられない。 

 

(3) 施設の整備 
教室をはじめとする学校施設・設備については、消防訓練施設（2002 年完成）、教室及び事務

所の改善（2003 年）等を経て、現在までに整えられた。また延長期間中に納入された調査船（予

算は本体協力期間）についても、短期専門家より教授された船舶管理技術がきちんと移転され、良

好な状態で管理されていた。 
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(4) 乗船実習先の確保及び訓練生の就職支援 
2001 年 12 月に就職担当官が採用され、訓練生の就職先の確保、乗船実習の機会を増やす努力が

払われたことにより、延長期間中の卒業生の就職率は着実に向上した。また卒業後の乗船実習を行

える学生数も増加し、本担当官による効果が出ていた。 

 

3-2-2 成果の達成状況 

(1) 組織体制 
前回終了時評価を行った時点から、組織体制には大きな変更はなく、FMI の管理運営は可能な状

況になっている。 

 

(2) 予算 
予算額については、毎年運営経費を賄える程度に確保され、学校運営に必要な基礎的事務処理が

できるような状況にはなっている。すでに 2007 年度予算の予算要求も、国会に提出されて承認さ

れる予定である。 

 

(3) 施設 
学校の施設・設備については、ほぼ健全な状態で管理されており、今後も学校運営を継続してい

ける状況である。 

 

(4) 管理・運営システム 
学校としての管理・運営システムについては、制度・仕組みの面において整備されるとともに、

各教職員の職務態度は、プログラム開始時に比べて向上・改善されている。 

CL5 については、関係者の間に多少の不安感があるが、2 年制に移行後にインストラクターがカ

リキュラムを整備し、授業を実施して、すでに卒業生を輩出するまでになっている。また、供与さ

れた訓練船による実習については、年間運行計画が作成され、天候に左右はされるものの計画に基

づいた実習を実施しており、CL5 と CL6 のカリキュラムは今後も継続して実施される見込みである。 

公開講座については、短期派遣の専門家とインストラクターがテキストや副教材を開発し、イン

ストラクターが独自に教授することが可能になっている。また実施時期については、インストラク

ターの負担増にならないよう、夏休期間に講座を実施している。 

 

(5) 乗船実習先の確保及び訓練生の就職支援 
乗船訓練については、2005 年 12 月現在で、16 名が 1年間の訓練中であり、その実績は向上して

いる。延長期間中の卒業生 65 名のうち、30 名が水産・海事分野で就職しており、7 名が契約職員

となっている。 

 

3-2-3 プロジェクト終了までに残された課題と達成の見込み 

(1) 組織体制 
プロジェクトを推進するために必要な組織体制については、本体期間中にすでに整えられたとこ

ろであるが、今後も責任体制の明確化等を通じ教職員の能力が継続して向上することが期待される。 

 

(2) 予算 
現在は特に大きな問題は顕在していない状況であるが、コンパクトマネー終了後を見越した予算

配分を検討する必要がある。 

 

(3) 管理・運営システム 
今後はヤップ及びチューク州以外での実施も視野に入れた、ミクロネシア全体の水産分野人材の

育成を検討する必要がある。これにより FMI の活動を広く紹介することにも繋がり、他州出身者の

入学者の増加を促進するものと考えられる。 

 

(4) 乗船実習先の確保及び訓練生の就職支援 
卒業後の乗船実習の受講者数は改善されつつあるが、まだまだ乗船実習を受けられない者もいる

ことから、今後も乗船実習先の確保に努めることが必要である。FMI は、今後も継続して水産関係
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業界・海運業界との関係を強化することにより、乗船実習先の確保及び訓練生の就職支援が図られ

るものと考えられる。 

 

(5) プロジェクトの広報活動 
ホームページの作成作業を引き続き推進することが必要である。また、他州での公開講座の開催

により、FMI の認知度を高めるなどの戦略も有効であろう。 

 

3-2-4 その他（所感） 

(1) FMI の機構改革 
COM は、FMI を 2003 年 8 月から 2年制の大学として機能させている。すでに既存船員の教育につ

いては終了しており、漁業・海運業の未経験者に対する訓練生募集を行っていて、高校卒業者が入

学している。FMI が 2 年制になると、アメリカの奨学金（The Western Association of School and 

College) が受けられるはずであったが、プロジェクト終了時点ではまだ奨学金の供与は決定され

ていない。 

 

(2) 基礎学力問題 
現在、退学者の多くは、語学力や数学の知識の不足によるところが多い。今後は、COM との連携

による、補講体制の構築も検討されるべきである。 
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第 4章 総合評価結果 
 

4-1 現地調査結果（計画達成度） 

4-1-1 現地調査結果（情報収集方法毎の調査結果） 

(1) アンケート調査結果 
JICA 専門家、カウンターパート及び卒業生へのアンケート調査結果については達成度グリッド

及び評価グリッドの記述に適宜反映させた。 

 

(2) インタビュー調査結果 
インタビュー調査ではプロジェクトの妥当性、有効性について肯定的な意見が多く、これらは評

価グリッドに反映させた。インタビュー調査で得られた主な関連情報を次に整理する。 

 

1) ヤップ州政府のプロジェクト評価 
知事から次のようなコメントを得た。州政府としてこれまでプロジェクトを支援してきたし、今

後もそのつもりである。(土地使用料や乗船実習先の提供など) 

2) コンパクトマネーの継続について 
FSM は米国からの無償援助（いわゆる、コンパクトマネー）の支援を受けてきた。このコンパク

トマネースキームは、2001 年に終了したが、新スキーム（コンパクトマネーⅡ）として米国政府

と調印し、2004 年 6 月よりコンパクトマネーⅡとして継続されている。 

3) 奨学金支給の見通し 
COM 本校及びヤップ分校の学生のほぼ全員が米国政府の奨学金を受給している。したがって、FMI

の 2 年制の正規コース学生にも同様の奨学金が支給される予定であるが、現在はまだ実施されて

いない。 

4) 船員の需要 
FSM 船籍の商船船員はほぼ 100%がミクロネシア人であり、外国航路の船舶を含め、海技免状取得

者に対する安定した需要がある。 

一方、マグロ延縄などの中・大規模漁船については現在フィリピンやインドネシアの船員が大

半を占めている。これまで、ミクロネシア人の船員はこれらの漁船で働く意志が低い、という見

方もあったが、今回のインタビュー調査においてもその傾向が伺えた。ただし、200 海里以内で

操業する中小型船であり、CL6 までの資格で十分対応可能であることから、CL6 の船舶職員（士

官）と現場レベルの漁業技術を体得した一般漁船員については強いニーズが示されている。 

 

(3) 施設・機材の利用に関する調査結果 
FMI の主要施設や機材、特に調査船の利用状況について、専門家及びカウンターパートの説明に

より視察調査を行い、投入の妥当性を確認した。 

 

4-1-2 プロジェクトの実績 

(1) 上位目標 
2005 年 12 月現在、2年制に変更後の FMI 卒業生の延べ人数は 65 名に達している。コースカリキ

ュラムを終了した卒業生の内、20 名が政府機関の船舶で、3名が政府機関の事務所等で従事してい

る。さらに本調査において、ヤップ州及びポンペイ州でさらに 7名が新たな職(臨時雇用)に就いて

いることを確認した。また、乗船履歴を積むため現在乗船中の卒業生は 16 名である。新卒生の動

向については、これらの数字がすべてではなく、一時的な職に就く者、乗船履歴後に何らかの職に

就く者など様々であり、現時点で卒業生の就職率を正確に把握・検討することは困難である。 

公開講座については、延長期間中、2年制のカリキュラムに変更してからプロジェクト終了期間

までにチューク州で漁業者研修を 1回、ヤップ州で漁業者研修、船外機研修、水産物加工を各１回、

合計 4回実施されている。チューク州では 40 名の地元漁民が参加し、ヤップ州では延べ 52 名（漁

民 17 名、女性 35 名）が参加し、合計 92 名の受講者に対して講座を実施することができた。また

これらの講座は、FMI のインストラクターが独自に行うことができ、インストラクターの人材育成

についても支援することができた。 

以上のように、上位目標に掲げた水産分野における人材育成は、着実に実行されている。 
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(2) プロジェクト目標 
2003 年 8 月のプロジェクト延長から、CL5 のカリキュラムをはじめ公開講座の内容は整備され、

2年制の訓練課程の中でさらに改良された。また延長期間中に供与された訓練船については、運転

マニュアルや転落防止柵などが整備され、年間運行計画の基にしっかり管理されている、以上より、

プロジェクト目標である訓練校の漁業・航海・漁船機関分野の訓練システムは、確実に向上した。 

延長期間中のカウンターパートと専門家の一層の協力により、カウンターパートの技術レベルは

向上し、CL5 についても教えることができるようになった。公開講座の実施については、地域漁民

や漁村の女性の技術や知識を向上させることのみならず、カウンターパートの教授能力向上にも大

きく貢献した。 

以上のように、プロジェクト目標に掲げた FMI の漁業・航海・舶用機関分野の訓練システムの整

備は、確実に実行されている。 

 

(3) 成果 
1) 成果 1：「FMI の研修カリキュラムが整備され、提供される」 

CL5 のカリキュラムは、カウンターパートインストラクターと専門家により FMI の実情に沿って

開発された。また、公開講座用などに合計 3冊の教科書と仕様書の開発も行われた。 

2) 成果 2：「FMI の教官が育成される」 

CL5 と公開講座についてのインストラクターの教授能力は、プロジェクト当初に比べ改善されて

いる。インストラクターは独自に授業や公開講座の教材を準備し、授業計画を立てられるようにな

った。また調査船の運行計画も年度当初に作成され、計画的な実習日程を組み立てている。 

 

(4) 投入 
1) 日本側の投入 

専門家派遣、機材供与及びカウンターパートの研修受入など日本側の投入は PDM に沿って適切に

行われた。プロジェクト実施期間中にプロジェクト・サイトが台風の直撃を受け、予定していた長

期専門家の派遣が見送られたが、短期専門家の派遣により代替された。（ただし、本体協力期間中

の終了時評価後に訓練船(約 2千万円)が供与され、延長期間中に納入された。） 

2) FSM 側の投入 

カウンターパートの配置、施設と機材の提供及び運営コストの負担など FSM 側の投入は PDM どお

りに行われた。 

 

4-1-3 プロジェクトの実施プロセス 

プロジェクト活動はプロジェクトの実施計画（PO）に沿って実施されており、その活動の内容に

変更はなかった。ただし、2004 年 4 月のプロジェクト・サイトへの台風直撃により、プロジェク

トの実施に支障をきたした。またこれにより、長期専門家ではなく、短期専門家の派遣で対応せざ

るをえなくなった。 

その他、プロジェクトの実施プロセスについて以下の点が確認された。 

- カウンターパートと JICA 専門家は非常に協力的に活動しており、月一回全カウンターパート
及び JICA 専門家が会してスタッフミーティングを行っている。 

- 適切な数の有資格 JICA 専門家が派遣され、訓練船の管理運営・公開講座の実施などカウンタ
ーパート側のニーズに合致するものであった。 

 

 

4-2 評価項目による評価 

4-2-1 インパクトの見込み 

2005年 12月現在、2年制に変更後の FMI卒業生延べ人数は 65名に及び、その半数近くが政府機
関の船舶、事務所などの水産分野の職に就いており、プロジェクトによる効果は水産分野の人材育

成を目指す上位目標の達成に大きく貢献することが期待される。 

ヤップ州やチューク州の地元漁民を対象とした船外機整備を含む公開講座は好評を得て、プラス

のインパクトの一つとして評価された。また、ヤップ州で実施された漁村の女性を対象とした水産

物加工の公開講座も非常に好評で、受講後個々に新メニューや保存方法を実践しており、プラスの

インパクトがみられた。 
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プロジェクト実施期間中の卒業生のうち、20 名が政府機関の船舶で、3名が政府機関の事務所で

勤務する等、卒業生が水産分野で活躍しており、プラスのインパクトがみられた。 

一方、環境や地域社会に対する明確なマイナスのインパクトはみられなかった。 

 

4-2-2 自立発展性の見込み 

漁業・海事専門学校の組織制度的な位置づけは STCW 条約 98、ミクロネシア連邦政府とミクロネ

シア短期大学の覚書などにより確認することができる。また、運営予算は政府により安定した予算

配分があるため、漁業・海事専門学校の活動は良好に継続できるものと思われる。 

合同評価チームとして 2003 年度からの FMI 予算の費目と支出状況及びこれまでの日本からのロ

ーカルコスト負担額を検証すると、JICA 専門家による技術協力の成果を活用しながら、少なくと

も近い将来においては極端な資金的困難なく、FMI の活動は良い形で継続できるものと思われる。

なお、2007 年度の計画予算は現在連邦議会の承認手続きの段階である。 

すべてのカウンターパートインストラクターは本プロジェクト、特に JICA 専門家との共同作業

や日本でのカウンターパート研修を通じて知識や教育能力が向上したと答えている。 

CL5 コースの開催についてはカウンターパートの間で自信のなさに起因する多少の不安がみら

れるが、プロジェクトとしては技術移転の観点から高い自立発展性を保持している。 

現カウンターパートは全員 FMI で継続して勤務する意志を持っている。FMI はすでに卒業生 4名

をインストラクター助手（契約職員）として雇用しており、人員の補強もなされている。 

以上より、FMI は本プロジェクトの終了後も一定の自立発展性を保持していると評価される。 

 

4-2-3 阻害・貢献要因の総合的検証 

(1) 有効性に関するもの 
プロジェクトの有効性に貢献した要因として、FMI 土地代の支払い（年間約 US$ 20,000)をヤッ

プ州政府がサポートしていることが挙げられる。 

以下のような要件はプロジェクトの有効性に関してマイナスに作用したが、延長期間中も FMI 側

の努力で目標達成に直接的な影響は及ばなかった。 

 

1) 現在の FMI の入学資格は「高卒あるいはそれ相当」となっており、実際には高校を卒業してい
ないものも多い。したがって、学生の能力は不均一であり、授業についてこられないものがい

る(延長期間に 3名の退学者)。 

2) FMI の研修コースを受講した後、海技免状を取得するためには 1 年以上の乗船履歴が必要とな
るが、学生や卒業生を受け入れる船舶を見つけることが難しかった。現在は、就職課長を配置

したことにより改善されてきている。(2005 年 12 月現在、7名乗船実習中) 

 

(2) 効率性に関するもの 
本体期間中に供与された施設・機材の活用 

2002 年のヤップ州への台風直撃により、海外漁業協力財団（OFCF）のプロジェクト（1993-95 年）

で供与された実習船が全損被害を受けて、ヤップ漁業公社の船などを借り上げて実習を行っていた。

そのため船主の急用等で実習計画の変更を余儀なくされるなどの不都合が生じていたが、延長期間

中に訓練船ホクトが供与されたことで、年間運行計画に基づいて効率的に実習を運営することが可

能になった。また、レーダーシミュレーション、コンピューター、船外機などの実習機材も依然と

して効率的に使用されていた。 

一方、阻害要因として台風の直撃による影響が認められた。プロジェクト実施場所に台風が上陸

し、周辺家屋の 90％以上が倒壊し、インフラ機関は甚大な被害を受けた。このため一定期間、教

官や生徒は家の修復を手伝う必要があり、学校運営に支障をきたした。またこれにより、長期専門

家ではなく、短期専門家派遣での対応となった。 

 

(3) 外部条件に関するもの 
外部条件については、プロジェクト目標の外部条件の一つである「運輸通信インフラ省（DOTC&I）

の海技免状発行システムが更新される」以外は満足されている。DOTC&I では FMI 側と情報交換し

て、オーストラリアやニュージーランドの制度を参考に新免状発効システムの概要を詰める作業を

行っているようであるが、具体的な実施時期の見通しについては依然明らかにされなかった。 
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4-2-4 その他 

終了時評価調査で確認された先述のインパクト及び自立発展性に係る評価に加え、それ以外の 3

項目（妥当性、有効性、効率性）については、本終了時評価調査では調査の対象としなかったが、

本調査団による報告及び過去の評価調査等既存の資料より、以下のように考えられる。 

 

・ 妥当性 

漁業及び海事分野における有能な船員の養成については、STCW 条約 98(ミクロネシア連邦国内

法）に準拠するうえで基本的なニーズはある。STCW 条約（国際条約）を適用する国々は、①国内

法の改正･整備、②免許制度の更新及び、③船員訓練システムの確立、という 3 つの主要な義務を

果たす必要がある。本プロジェクトはこれらのうち、船員訓練システムの確立という目標と一致し

ている。また、ミクロネシア連邦に対する JICA の援助重点分野では産業振興が掲げられており、

農水産業振興の柱をつくるものとして、本プロジェクトではミクロネシア人の漁船員の育成のため

の漁業･海事専門学校の人材育成と運営強化を図っている。 

2005 年に FMI を卒業した学生に対する質問表では、約 8 割が FMI での経験が極めて有意義であ

ると回答していることからも、2003 年 7 月に終了した本体期間中での達成が見込めず、延長期間

での協力継続となった CL5 のカリキュラム及び教材開発に関するニーズは高い。また、教官の育成

と能力強化のために地域零細漁民に対して行った公開授業などは、地域の漁民に対するプロジェク

ト効果の波及といった面からも、当アプローチを選択した妥当性は高い。 

 

・ 有効性 

プロジェクト目標の指標として達成するに至らなかった CL5 研修コースについては、延長期間中

に、カウンターパートインストラクターと専門家によりカリキュラムが開発され、それを基に研修

コースが開講された。インストラクターの教授能力についてもプロジェクト当初に比べて改善され

ており、授業のための教材作成及び授業計画作成それぞれの能力において向上がみられ、目標の達

成度は満足できるレベルにあると評価できる。 

また、カリキュラムの中に、延長期間中に供与された調査船を効果的に組み込むなど、研修コー

スの完成度を高めている。各分野の担当教官が調査船の年間運行計画を作成し、運転マニュアルが

整備され、船の管理においても短期専門家から移転された船舶管理の技術をもとに、良好な管理状

態が保たれている。 
 
・ 効率性 

日本側の投入については、専門家の派遣、機材の供与、研修員の受入れともに PDM に沿って適切

に行われたと評価される。また、プロジェクト期間中の台風の影響等により、予定されていた長期

専門家の派遣が困難となったが、代わりに短期専門家派遣で対応し、所期のアウトプットを出すこ

とができた。 

また、プロジェクト延長期間中の専門家の指導のもと、CL5 研修コースのカリキュラムの開発や

地元漁民に対する公開講座が実施され、また、延長期間中に供与された調査船については、運転マ

ニュアルや年間運用計画表が作成されるなど、現在も計画的に学生の実習に活用されている。 

ミクロネシア側によるカウンターパートの配置、施設及び機材ならびに運営コストの投入につい

ては、適切に行われたと評価される。 

 

 

4-3 結論 

本プロジェクトを通じて、FMI の訓練機材は整備され、JICA 専門家の技術指導や日本での研修を

通じてカウンターパートインストラクターの能力向上が図られてきた。FMI のカウンターパートイ

ンストラクターは 2000 年に本プロジェクトを開始して以来、ESS / BSS、RCL6、CL6 及び WKR の訓

練コースの実施に参画し、着実に技術能力を向上させている。2003 年 8 月のプロジェクト延長開

始時からは CL5 の授業の実施し、プロジェクト目標は満足すべき水準で達成されたと評価できる。 

また、通常の訓練コースとは別に地元漁民や漁村の女性を対象としたワークショップが開催され、

On-the-job によるカウンターパートインストラクターの教育能力の向上が図られただけでなく、

漁民や女性の知識や技能の向上に直接的に貢献している。 
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上位目標の達成度やインパクトを評価すると、本プロジェクトを通じて FSM の水産分野における

人材育成は着実に現実のものになっていると思われた。FMI は組織制度的に安定しており、予算、

人材面からも自立発展できる見通しが高い。 

以上のように本プロジェクトは所期の目標を概ね達成されたとして、計画どおり 2006 年 1 月 31

日で終了とする。 
 

 

4-4 プロジェクト総括 

協力開始後、約 5年半が経過したが、カウンターパートのリクルート、実習船の破損等の問題は

あったものの、関係専門家及び FMI/COM の努力と協力により、技術移転は概して、順調に実施され

たと思われる。その結果、所期の成果は、プロジェクト終了までに、ほぼ達成される見通しである。 

本プロジェクトが順調に進展し、初期の成果をほぼ達成することができた主な理由として、次の

ような要因が考えられる。 

 

1) 専門家のカウンターパートは親日的であり、両者間の人間関係が良好に保たれ、専門家の円滑
な活動に寄与した。 

2) ヤップ州の土地使用料への援助、FMI への配分予算額や今回の合同評価ミクロネシアチームのメ
ンバー構成からも窺えるが、ヤップ州及びミクロネシア政府は、本プロジェクトを重視し、支

援してきた。 

3) COM の学長も本プロジェクトの運営に関し、積極的に支援してきた。 
 

2000 年のプロジェクト開始から、カウンターパートによる ESS/BSS、RCL6、CL6 及び MPR 授業の

質は着実に向上した。CL5 以外の訓練コースについては、本体期間中それぞれ複数回実施され、カ

ウンターパートの教授能力も高まっており、彼らだけでの授業の実施に自信を持っていた。また、

座学及び実習に必要な施設、資機材、教科書等も大体整備されており、訓練の実施に関わる体系的

なシステムは整えられた。CL5 に関するカリキュラム及び教材の開発については、2003 年 7 月のプ

ロジェクト終了までに専門家及びカウンターパートが一層の努力を行った結果、2年制の訓練コー

スに変更した 2003 年 8 月以降、カウンターパートのみで授業を実施できるようになった。CL5 コ

ースの開催については、カウンターパートの間で自信のなさに起因する多少の不安がみられるが、

すでに卒業生を輩出するまで授業は確立されている。今後もこのカリキュラムコースを継続するこ

とにより、インストラクターの CL5 の実施に対する自信はついていくものと考えられる。 

また、地域零細漁民や女性を対象とした食品加工などの公開講座は好評であり、二年制コース運

営と合わせて、今後も漁民や女性のニーズに合った訓練などを各地で積極的に行うことも重要であ

る。 

将来、FMI/COM は同様の船員教育のニーズを有する関連の島嶼国からも生徒を受け入れる可能性

を検討しつつ、コースの整備・充実と共に、国内のみならず、周辺島嶼国に対し、FMI の広報に努

めることが望まれる。 

 

 

4-5 提言 

(1) 漁業・海事専門学校の施設、人的資源及び予算の管理を今後も継続して行い、水産分野の人
材を継続して輩出していくことが望まれる。 

(2) 地域漁民や漁村の女性に対する漁業技術や水産加工物分野の普及活動については、ミクロネ
シア連邦の水産分野の人材育成に正のインパクトを与え、技術的ニーズに合致していること

から、今後も各州で定期的に公開講座を実施していくべきである。 

(3) 乗船実習の機会をさらに増やすため、ヤップ漁業公社などの既存機関の施設や訓練船を相互
に利用するなどし、他機関との協力関係を今後も強化していくことが望まれる。 

(4) 海技免状の取得に必要な 1 年間の乗船実習を引き受けてくれる海事機関をさらに発掘し、卒
業生に斡旋できる環境作りを行うことが重要である。 

(5) ミクロネシア連邦 STCW98 に則った海技免状発給システムが早急に整備されることが望まれ
る。発給システムの構築については、本プロジェクトの協力対象となっていないが、発給が

開始されれば、FMI の学生に対しては就職が有利になる等のインセンティブを与えることが
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可能であり、プロジェクトの効果が高まることが期待できる。同システムは現在完成してい

ないが、STCW 条約に係るミクロネシア国内の規定は整っており、ライセンス申請受付･発行

手続きの制度化への過程を注意深く見守っていく必要がある。 

 

 

4-6 教訓 

「漁業学」とは、もともと漁師たちが実践してきたものを学者が系統的にまとめたものである。

よって、漁業訓練に関するカリキュラムは、常に乗船実習を伴うという観点で取り組む必要がある。 

本プロジェクトでは、育成された人材の就職先が非常に限定されている。同様の技術訓練校に対

するプロジェクトでは、技術的な指導により人材育成を行うとともに、その後の就職先の開拓を含

めた一連の活動が学生のインセンティブを高め、プロジェクト終了後の自立発展性などに大きく貢

献する。 

本プロジェクトでは上位目標を水産分野の人材育成としたが、近年ミクロネシアにおいては、プ

ロジェクト開始当時と比較して、航海技術が重要となるような長期間にわたる漁に出ることが好ま

れなくなるなど、国内で求められる同分野のニーズは、その時々の状況に応じて変化している。プ

ロジェクトを実施するうえでは、長期的な視野から対応すべき課題や協力内容を設定し、状況変化

に従い、ニーズを確認しながら活動内容を必要に応じて見直していくことが重要である。 
当プロジェクト地域では、本島と離島出身者の間に社会的な優劣関係が存在し、学校運営や人間

関係に少なからず影響を与えている。このような社会の慣習を十分に考慮して、それらがプロジェ

クト実施運営上の弊害にならないようなプロジェクト・サイトの選定をすることが、プロジェクト

を成功に導くカギとなる。 
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